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労組周辺動向 No. 227 

Labour Update 

2025 - 09 - 26 

1. 法・政策 

  

(1) 「令和7年度 地域別最低賃金 全国一覧」 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001557915.pdf 

  

  

2. 法違反・闘い 

  

(1) 同意なき賃金減額は「無効」 ジェットスターに1200万円支払い命令 

  

賃金体系を同意なく変更されたとして、格安航空会社（LCC）「ジェットスター・ジャパン」（千

葉県成田市）の客室乗務員（CA）ら15人が減額分に相当する賃金計約1270万円の支払いを求めた

訴訟の判決で、東京地裁は9月11日、約1210万円の支払いを命じた。中野哲美裁判長は「合理性が

認められず、賃金体系の変更は無効」と判断した。 

労働者側の同意がない労働条件の不利益変更は、不利益の程度や変更の必要性、労使の交渉状況な

どを踏まえて合理的といえる場合に認められると労働契約法は定めている。 

判決によると、ジェットスターは2020年5月以降、原告らから同意を得ないまま、役職手当の減額

や時給制から固定給制への移行を含む新賃金体系を導入した。原告らの賃金減額率は平均6・

10％、最大10・83％に上った。 

  

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001557915.pdf
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(2) シマノ 下請け法違反で勧告 製造委託先に金型を無償保管させる 

  

自転車の部品で世界的なシェアを持つ「シマノ」が、自転車や釣り具の部品の製造を委託する会社

に、製造に使う金型を無償で保管させていたなどとして公正取引委員会は9月17日、下請け法違反

にあたると認定し、費用の支払いや再発防止を求める勧告を出した。 

公正取引委員会によるすとシマノは、おととし12月以降、部品の製造を委託しているおよそ120社

に、長期間、発注しないにもかかわらず、自転車の「変速機」や釣り具の「リール」の製造に使う

金型など4300個あまりを無償で保管させていた。 

また、1年に2回、金型などの保管状況を自社のシステムに入力させる作業も対価を払わずに行わせ

ていたという。 

公正取引委員会はこれらの行為が下請け法に違反すると認定し、金型などの保管費用と作業の対価

に相当する額を支払うことや再発防止を求める勧告を出した。 

  

(3) フランス労組、緊縮撤回求め来月に再びストとデモ 新首相に圧力 

  

フランスの労働組合は、ルコルニュ新首相に前任者の緊縮財政政策の撤回を求める圧力をかけるた

め、１０月２日に再びストライキと抗議デモを行う。労組幹部が明らかにした。 

幹部らは９月２４日にルコルニュ氏と会談し、９月１８日に数十万人が参加した抗議活動に対する

同氏の対応に不満を表明。国内最大労組である民主労働総同盟（ＣＦＤＴ）のマリリス・レオン代

表は「首相は労働者の要求に明確な回答を示さず、組合は好機を逸した形だ。納得できない」と述

べた。 

労働総同盟（ＣＧＴ）のメンバーは「９月１８日の抗議活動には多くの人が参加したが、１０月２

日にはさらに人数を増やす必要がある」と述べ、９月２４日の会談はルコルニュ氏が明確なコミッ

トメントを示さなかったとの見方を示した。 

  

(4) 「俺が話している時に話すな」大声で長時間叱責、前仙台国税局長処分 

  

国税庁は9月19日、7月に仙台国税局長に着任し、1カ月足らずで離任した馬場健・前局長（58）

が、複数の部下にパワハラを繰り返したとして、減給3カ月の懲戒処分にし、発表した。複数人の

部下職員に対し、業務上必要で相当な範囲を超える不適当な言動を繰り返すパワハラ行為をし、精

神的な苦痛を与え、職場環境を著しく悪化させたという。 

  

  

3. 情勢・統計 

  

(1) 「敬老の日」高齢者3619万人 総務省推計、高齢化率29.4％ 

  

総務省は「敬老の日」に合わせ、9月15日時点の65歳以上の高齢者の人口推計を公表した。高齢者

は3619万人と前年より5万人減ったが、総人口に占める割合（高齢化率）は0.1ポイント増の

29.4%で、比較可能な1950年以降で過去最高を更新した。 

男女別では、女性は2051万人（女性人口の32.4%）、男性は1568万人（男性人口の26.2%）。年

代別では、70歳以上は4万人増の2901万人（総人口の23.5%）、75歳以上は49万人増の2124万

人（同17.2%）、80歳以上は1万人増の1289万人（同10.5%）だった。 

総務省によると、高齢化率29.4%は、主要7カ国（G7）の中でトップ。人口が4千万人以上ある世

界38カ国の中で比べても最も高い。G7で日本に次ぐのはイタリアの25.1%で、ドイツ23.7%、フ

ランス22.5%と続く。 
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国立社会保障・人口問題研究所の推計では、高齢化率は今後も上昇を続け、第2次ベビーブーム期

（1971～74年）に生まれた世代が65歳以上となる2040年に34.8%になると見込まれる。 

働く高齢者も増えている。総務省が1月に発表した労働力調査では、2024年の65歳以上の就業者数

は21年連続で増えて930万人。高齢者のおよそ4人に1人は就業し、就業者全体の7人に1人ほどは

高齢者という計算になる。 

  

「統計からみた我が国の高齢者」 2025年9月14日 総務省 

  

https://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics146.pdf 

  

(2) 教職員97％定時退勤できず 全日本教職員組合が調査、土日に仕事75％ 

  

20250918 

https://news.jp/i/1341121876293698331?c=302675738515047521?

c=302675738515047521 

全日本教職員組合は9月18日までに、教職員の97％が定時退勤できず、時間外労働（残業）をして

いるとのアンケート結果を公表した。3人に1人が1日2時間超の残業をし、理由は授業準備が最も

多かった。土日に仕事をしていたのは75％に上った。 

アンケートは4～7月にインターネットで実施。組合員だけでなくSNSでも募り、小中高の教職員ら

1200人が回答した。 

結果によると、定時で退勤しているとしたのは3％だけで、残りは残業が発生。1日当たりの残業時

間は30分以内が8％、31～60分が15％、61～90分が17％、91～120分が23％で、121分以上が

34％だった。残業理由（複数回答）は「翌日の授業や単元の準備」の他、学校運営のため教員が分

担してする業務である校務分掌関係、事務処理、提出物やテストのチェックが多かった。 

自宅に仕事を持ち帰っていないのは29％、土日に仕事をしていないは25％。 

回答から平均的な1カ月の残業時間を試算したところ、小学校は「過労死ライン」とされる月80時

間を超える88時間となり、中高は71時間超。 

  

(3) 世界貿易、ＡＩ導入で40％近く増加も 格差拡大のリスク＝ＷＴＯ 

  

世界貿易機関（ＷＴＯ）は９月１７日、人工知能（ＡＩ）の導入に伴い、世界の物品・サービス貿

易額が２０４０年まで４０％近く増加する可能性があるとの見方を示した。 

ただ、適切な政策を講じなければ、経済格差が拡大する恐れがあると警告した。年次報告書「世界

貿易報告」で見解を示した。 

ＷＴＯのオコンジョイウェアラ事務局長は、各国の政策担当者が慎重にＡＩへの移行を管理すべき

だと主張。 

「ＡＩは労働市場を一変させる可能性がある。一部の職業は変革され、一部の職業は失われる恐れ

がある。こうした変化を適切に管理するには、教育、技能、再訓練、社会的セーフティネットの向

上に向け、国内政策への投資が必要になる」と述べた。 

  

"WORLD TRADE REPORT 2025 Making trade and AI work together to the benefit of all" 

September 17th, 2025 World Trade Organization 

  

https://www.wto.org/english/res_e/booksp_e/wtr25_e.pdf 

  

(4) ＯＥＣＤ、2025年世界成長率3.2％に引き上げ 米関税の影響「完全に出ていない」 

https://www.stat.go.jp/data/topics/pdf/topics146.pdf
https://news.jp/i/1341121876293698331?c=302675738515047521?c=302675738515047521
https://news.jp/i/1341121876293698331?c=302675738515047521?c=302675738515047521
https://www.wto.org/english/res_e/booksp_e/wtr25_e.pdf
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経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）は９月２３日発表した経済見通しで、２０２５年の世界成長率を

３．２％とし、前回６月の予測の２．９％から上方修正した。２０２４年の３．３％からわずかな

鈍化を見込む。２０２６年の予想は２．９％で据え置いた。世界経済は予想以上に持ちこたえてい

るものの、米関税措置の本格的な影響がでてくるのはこれからだと指摘した。 

ＯＥＣＤは、米国の関税引き上げの影響はまだ完全には出ておらず、企業はこれまでのところ利益

率の縮小や在庫バッファーを通じて影響の大部分を吸収していると述べた。 

コールマン事務総長は記者会見で「企業が関税発表を受けて積み上げた在庫を減らし、高関税が実

施された状態が続くにつれ、関税の全面的な影響が明らかになるだろう」と述べた。 

ＯＥＣＤは在庫積み増し効果がすでに剥落しつつあり、関税引き上げが投資と貿易の伸びを抑える

として、２０２６年の世界成長率予想を据え置いた。 

コールマン氏は「貿易障壁のさらなる増加や政策の不確実性の長期化は、生産コストを押し上げ、

投資や消費を圧迫し、成長を鈍化させる可能性がある」と指摘した。 

最新の見通しで米国の成長率は、２０２５年を１．６％から１．８％に引き上げ、２２０２６年は

１．５％に据え置いた。人工知能（ＡＩ）投資ブーム、財政的支援、米連邦準備理事会（ＦＲＢ）

の利下げが関税の影響を相殺するのに役立つと予想した。 

中国については、米国向けの駆け込み輸出が一巡し、財政支援が後退するに伴い今年後半には成長

鈍化を見込むものの、２０２５年の成長率は４．９％、２０２６年は４．４％にそれぞれ上方修正

した。 

ユーロ圏については、利下げの効果が貿易摩擦や地政学的緊張によって帳消しになると予想。２０

２５年の成長率を１．０％から１．２％に上方修正する一方、２０２６年は１．２％から１．０％

に引き下げた。 

日本については、今年は好調な企業収益、投資回復の恩恵を享受するとして成長率を０．７％から

１．１％に上方修正した。２０２６年は勢いが鈍り０．５％への減速を見込んだが、６月予測の

０．４％から若干引き上げた。 

英国の成長率は、２０２５年を１．３％から１．４％に引き上げ、２０２６年は１．０％に据え置

いた。 

  

"OECD Economic Outlook, Interim Report Finding the Right Balance in Uncertain Timed" 

September 2025 OECD 

  

https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/publications/reports/2025/09/oecd-

economic-outlook-interim-report-september-2025_ae3d418b/67b10c01-en.pdf 

 

https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/publications/reports/2025/09/oecd-economic-outlook-interim-report-september-2025_ae3d418b/67b10c01-en.pdf
https://www.oecd.org/content/dam/oecd/en/publications/reports/2025/09/oecd-economic-outlook-interim-report-september-2025_ae3d418b/67b10c01-en.pdf

